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通番 ヒアリング事項 府省 ページ 

５ 
幼保連携型認定こども園以外の認定こども園に係る認定権限

の指定都市への移譲 

内閣府 

文部科学省 

厚生労働省 

１～３ 

１１ 
農業振興地域に係る見直し（山林・原野化した耕作放棄地の

除外を軽微な変更に追加） 
農林水産省 ４～７ 

２４ 

漁業関連事務の簡素化等 

ア． 漁業関連融資手続の見直し 

イ． 内水面漁業調整規則の改正時の国認可の廃止 

ウ． 漁業における出漁時の届出等手続きの簡素化 

水産庁 ８～21 

３０ 
複数の都道府県にまたがる事業協同組合の認可権限の都道

府県への移譲 
農林水産省 22 

６ 病児保育事業に係る看護師等配置要件の緩和 厚生労働省 23～34 

７ 朝・夕の時間帯における保育士配置定数の緩和 厚生労働省 35～39 

２５ 生活保護事務に関する規制緩和 法務省 40～42 

 



 事  務  連  絡 

平成２６年３月３１日 

各都道府県・指定都市 

認定こども園制度御担当部局 

子ども・子育て支援新制度御担当部局 御中 

 

 

文部科学省・厚生労働省幼保連携推進室 

 

 

 

認定こども園の認定に係る事務・権限の移譲について 

 

日頃より幼児期の学校教育・保育、また、子ども・子育て支援新制度の

施行準備につきまして、御理解、御尽力をいただき、厚く御礼申し上げま

す。 

 

さて、昨年１２月、「事務・権限の移譲等に関する見直し方針について」

（平成２５年１２月２０日閣議決定）（別紙１参照）において、幼保連携

型認定こども園以外の認定こども園の認定に係る事務・権限については、

「都道府県と指定都市間の調整が整ったところから、条例による事務処理

特例制度により権限移譲できるよう通知する」旨、閣議決定されました。 

 

また、子ども・子育て支援新制度における改正後の「就学前の子どもに

関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律」（以下、「認定こ

ども園法」という。）においては、幼保連携型認定こども園の認可は、都

道府県、指定都市、中核市が行うこととされています。 

 

上記のことを踏まえ、認定こども園法（現行及び改正後を含む。）に基

づく都道府県の認定こども園の認定に係る事務・権限については、地方自

治法第２５２条の１７の２（条例による事務処理の特例）（別紙２参照）

により処理することができる旨、お知らせいたします。 

 

なお、事務・権限の移譲にあたっては、円滑に行われるよう、教育・保

育の関係者等の意見も聞きながら、自治体間で十分に検討・調整を行って

いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

 

都道府県におかれては、域内の市町村に対して周知いただくよう、お願

いいたします。 
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別紙１ 

 

 

○ 事務・権限の移譲等に関する見直し方針について（平成２５年１２月

２０日閣議決定）（抄） 

 

３ 都道府県から指定都市への事務・権限の移譲等に関する見直し 

（７）就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す 

る法律（平18法77）（厚生労働省と共管） 

 

幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定に係る以下の事

務・権限については、都道府県と指定都市間の調整が整ったところか

ら、条例による事務処理特例制度により権限移譲できるよう通知する

とともに、条例による事務処理特例制度に基づく指定都市における認

定状況、子ども・子育て支援新制度の施行状況等も踏まえつつ、指定

都市に移譲する方向で検討を進める。 

・幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定及び認定申請の

受理（３条１項、３項、７項及び４条１項） 

・幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の審査（３条５

項） 

・幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定をしない旨及び

理由の通知（３条８項） 

・幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定をした場合の公

示（３条９項） 

・幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の有効期間の設

定（５条） 

・幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の取消し及びそ

の公表（７条） 

・幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定に係る関係機関

への協議及び教育委員会との連携確保（８条） 

 

 

※ 条項は「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律の一部を改正する法律（平24法66）」による

改正後の条項。 
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別紙２ 

 

 

○ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）（抄） 

（条例による事務処理の特例） 

第２５２条の１７の２ 都道府県は、都道府県知事の権限に属する事務の

一部を、条例の定めるところにより、市町村が処理することとすること

ができる。この場合においては、当該市町村が処理することとされた事

務は、当該市町村の長が管理し及び執行するものとする。  

２  前項の条例（中略）を制定し又は改廃する場合においては、都道府

県知事は、あらかじめ、その権限に属する事務の一部を処理し又は処理

することとなる市町村の長に協議しなければならない。  

３・４ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 文部科学省 幼児教育課 横田・金作・酒井（吉）  

T E L :03-6734-3136(直通)  

F A X :03-6734-3736 

    

厚生労働省 保育課 堀・橋本（圭） 

T E L :03-3595-2542(直通)  

F A X :03-3595-2674 
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